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１．自然災害を補償する保険の概要 

  

  

  
  

  

  
  

地震等による損害を補償する保険 風水害を補償する保険 

住
ま
い 

地震保険 火災保険 

○補償対象は居住用建物・家財 

○地震・噴火・津波を原因とする火災・ 

 損壊・埋没・流失による損害を補償 

○火災保険とセットで加入 

○被災者の生活の安定に寄与することが目的 

○官民共同で運営している制度 

○補償対象は主に建物・家財 

○以下の損害を補償 

 ※地震・噴火・津波による損害は補償されない。 

・火災       

・落雷      

・破裂・爆発 

・風災、ひょう災、雪災 

・他物の衝突 

・給排水設備の事故等に 

 よる水濡れ 

・騒じょう、労働争議 

・盗難 

・水災 

く
る
ま 

自動車保険（車両保険の地震・噴火・津波車
両全損時一時金特約 ） 

自動車保険（車両保険） 

○地震・噴火・津波によって、車両に所定 
 の損害が出た場合に、一時金をお支払い。 

○車両に生じた損害を補償。 
 ※補償範囲を限定する特約を付帯したときは、補償 

  されない場合がある。 

 ※地震・噴火・津波による損害は補償されない。 

か
ら
だ 

傷害保険（天災危険補償特約） 傷害保険 

○地震・噴火・津波によるケガを補償。 ○偶然・急激・外来の事故によるケガを補償 
 ※地震・噴火・津波によるケガは補償されない。 
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２．公助・共助・自助の役割 

行 政 

（公助） 

地域社会 
（共助） 

個 人 

（自助） 

事前の対策 
発生時の 
緊急対策 

復旧・復興 
対策 

防災計画 

自主防災組織の 
構築 

 家庭防災対策 
 経済的備え 
  （損害保険） 

防災計画に 
基づく救援 

隣人救命 

家族の救命 
防火 

災害支援 
被災者生活再建支援 

災害ボランティア 
義援金 

生活復興資金の 
手当 

(貯金・保険金等) 

特に東日本大震災以後、災害時の当面の生活安定に向けて、地震保険などの“自助”
によって経済的に備えることの有効性が再認識されつつあるため、業界を挙げて、 

地震保険などのさらなる普及促進に努めている。 
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３．自然災害を補償する保険の普及促進取組み（全体像） 

・関連団体との連携 

・訴求対象を絞った取組み 

地震保険 風水害を補償する保険 

損保協会 

◆消費者啓発 

・テレビ・新聞広告等のマス媒体広報の 
 実施 

・業界共通ツール（チラシ等）の作成 

など 

◆消費者啓発 

・協会HP・チラシ等を通じた情報提供 

・消費者向け講演会での説明 

 

など 

損害保険会社 

◆募集時・契約時のはたらきかけ 

・パンフレット、チラシの活用 

・火災保険契約満期時や契約中における 
 地震保険未加入者への案内    など 

◆募集時・契約時のはたらきかけ 

・パンフレット、チラシの活用 

・火災保険加入後、保険契約の補償 
 内容の案内               など 

行政 

 

・地震保険料控除制度の創設 
 （平成19年1月～） 

・財務省「地震保険制度に関するプロジェ 
 クトチーム」 等（有識者会合）における 
 加入促進に関する提言 

― 

※自然災害に対する補償等について、損保協会では、上記の他、以下の周知・啓発活動を行っている。 

 ・防災・リスク啓発活動 （例．子供向けの防災教育活動（ぼうさい探検隊）など） 
 ・被災時の情報提供 （協会ＨＰでの金融上の特別措置等の案内、ポスター等による避難所等への情報提供（各社相談窓口等）） 
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４．地震保険の普及促進取組み 

（１）消費者啓発 
  

 消費者一般に地震保険への加入をはたらきかけるため、損害保険業界で地震保険広報活動を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜2016年度地震保険広報活動＞ 

マス媒体広報等を通じて、「日本全国どこでも地震リスクがあること」を認識してもらい、地震への経
済的な備えの手段として「地震保険」を紹介することで、「地震保険加入の必要性」を認識してもらう。 

住宅所有者およびマンション管理組合については、訴求ポイントをより明確にした広報活動を実施。 

＜2016年度地震保険広報活動内容（例）＞ 

 ・テレビCM、ラジオCM 

 ・新聞広告、インターネット広告 

 ・地震保険特設サイトの開設 

 ・ポスター掲出、チラシ・パンフレットの配付 

 ・ノベルティ（クリアファイル）、地震保険の 

 解説動画の作成 

 ・イベントの開催 

 （50周年記念フォーラム、地震体験イベント） 

【ポスター】 
【解説動画】 
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＜具体的な取組み＞ 

・地震保険チラシ（住宅ローン利用者向け） ・地震保険チラシ（マンション管理組合向け） 

・訴求対象を絞った重点的な加入促進取組み 

 住宅ローン利用者やマンション管理組合向け地震保険加入促進用チラシを作成し、損害保険会社
や住宅展示場等で配布。 
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＜具体的な取組み＞ 

（２）募集時・契約時のはたらきかけ 

 ・火災保険契約者に地震保険への加入をはたらきかけるため、損害保険会社各社において、 

  火災保険の契約時にチラシ、パンフレット等を用いて、地震保険への加入を案内。 
 

（あいおいニッセイ同和損保社） 

・都道府県別チラシ(熊本県) ・地震保険加入のおすすめチラシ 
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＜具体的な取組み＞ 

・地震保険加入のおすすめ案内 

（あいおいニッセイ同和損保社） 

・損害保険会社各社において、火災保険契約者に、年に１回、火災保険の補償内容等 
 について確認を促すための案内を送付する際に、地震保険未加入の火災保険契約者 
 に対して、「地震保険加入のおすすめ案内」を行っている。 
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 ・地震保険を契約していない火災保険契約者に対し、損害保険会社各社において、 

  火災保険の満期更改時のおすすめ案内を実施。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

・更改時の契約者向けご案内 

（あいおいニッセイ同和損保社） 
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（３）普及促進取り組みの効果  
 

出典：損害保険料率算出機構 

・地震保険普及促進のため、危険準備金運用益を活用した損保業界全体での広告・宣伝活動を 
 1995年度から開始。 
・世帯加入率・付帯率は継続的に上昇。財務省と連携し、引き続き普及促進に注力。 

＜地震保険の契約件数・世帯加入率・付帯率の推移＞ 
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５．風水害を補償する保険の普及促進取組み 

（１）消費者啓発 
  

・風水害を補償する保険に対する消費者の理解促進のため、損保協会で作成したチラシや損保協会 

 ホームページを通じて情報提供。 

・消費者向け講演会の際に、風水害に関するリスク啓発や風水害を補償する保険の概要を説明。 

＜具体的な取組み＞ 

・チラシ ・損保協会 

ホームページ 
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＜具体的な取組み＞ 

（２）募集時・契約時のはたらきかけ 

 ・火災保険契約時に風水害の加入をはたらきかけるため、損害保険会社各社において、 

  火災保険の契約時に重要事項説明書、パンフレット、チラシ等を用いて案内。 

 ・火災保険契約後も、保険証券に補償内容を記載したり、年に１回、長期火災保険契約者に 

  契約内容の確認を促すための通知状を送付。 
 

（あいおいニッセイ同和損保社） 

・重要事項説明書 ・チラシ 

＜参考＞ 

わかりやすい情報提供につ

いて、損保協会設置の有識

者検討会「よりわかりやす

い募集文書・説明のあり方

に関するタスクフォース」

で検討し、同検討会報告書

（2013年9月）を踏まえ、

業界の「契約概要・注意喚

起情報（重要事項）に関す

るガイドライン」を改定。 

 

現在、各社において、同ガ

イドラインを踏まえた重要

事項説明書を使用して、お

客様へ説明を実施。 
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＜具体的な取組み＞ 

（あいおいニッセイ同和損保社） 

・パンフレット 
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＜具体的な取組み＞ 

・保険証券 

（あいおいニッセイ同和損保社） 

契約者が、契約締結後に補

償内容の確認を容易にでき

るよう、保険証券に保険金

が支払われる場合の説明を、

○×形式の表でわかりやす

く表示するなどの取組みを

行っている。 
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【参考】保険の販売チャネル 

・損害保険業界には、「代理店扱」「直扱」「保険仲立人扱」という募集形態があるが、 

 元受正味収入保険料の約90％は「代理店扱」で契約されている。 

・2015年度の代理店実在数は20万2,148店 

損害保険が契約できるお店・場所の種類 店数 構成比 

保険商品の販売を専門に行う代理店（専業代理店） 42,319 20.9% 

 

専
業
代
理
店
以
外
の
代
理
店
（副
業
代
理
店
） 

自動車関連業（自動車販売店、自動車整備工場） 99,919 49.4% 

不動産業（賃貸住宅取扱会社、住宅販売会社） 24,394 12.1% 

卸売・小売業（自動車関連業を除く） 5,688 2.8% 

建築・建設業 4,327 2.2% 

公認会計士、税理士、社会保険労務士等 3,840 1.9% 

金融業（銀行、銀行等の子会社、生命保険会社、消費者金融会社） 2,239 1.2% 

うち銀行など（銀行、信用金庫、信用組合、農協） （1,127） (0.6%) 

旅行業（旅行会社、旅行代理店） 2,298 1.1% 

運輸・通信業 1,845 0.9% 

その他（製造業、サービス業等） 15,179 7.5% 

合 計 202.148 100％ 




